
「持続可能性」あるいは「持続可能な発展」という言葉を自治体の計画でも目に

することが多くなった。地球環境問題の文脈で用いられることが多いが、地域に

おいて「持続可能な都市・地域」を目指すとき、その本質は住民の「生活の質」

を持続的に維持向上させることにある。生活の質は地域におけるストックとフロ

ーの関係性において規定されていると捉えることができ、自然環境から社会イン

フラ、文化や人々のつながりを含めた地域のストックの減耗を防ぎ、そこから便

益を得るフローのしくみを健全に保つことが地域の持続可能な発展につながるの

である。また、「ストックとフローの関係性」という視点で自治体の事業や施策を

捉えなおすことによって、総合計画や行政評価等、自治体における計画や評価の

仕組みが、個々の事業の束から論理的な体系をもったマネジメントツールへと再

構築される可能性も持っている。

公共経営／変わる公共、マネジメントとガバナンスの確立に向けて

広義のストック概念に着目した持続可能
な都市・地域のマネジメント
Sustainable Urban and Regional Management Focusing on the Broad Idea of the Stock Concept

The terms“sustainability”or“sustainable development”now often appear in various plans prepared

by local governments in Japan. Although they are often used in the context of global environmental

issues, when a“sustainable city or region”is aspired to in the context of the community, the

essence is in the sustainable improvement and maintenance of the“quality of life”of the residents.

Quality of life can be defined as the relationship between the stock and flow of the community.

Hence, to prevent the depletion of the community
,
s stock, from the natural environment to social

infrastructure to the culture and connections among its people, and to soundly maintain the flow

mechanism of benefitting from such stock, this improvement and maintenance connects directly to

the sustainable development of the community.

Furthermore, by recapturing the projects and policies of local governments based on the

perspective of“the relationship between stock and flow”, local governments
,
mechanisms for

planning and evaluation, such as comprehensive planning and policy evaluation can also be

reconstructed from being a collection of individual projects to actual management tools which are a

part of a conceptually logical system. 
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自治体ビジョン、マネジメントのキーワードとして、

「持続可能性」あるいは「持続可能な発展」という言葉が

しばしば出てくる。現行の都道府県・政令指定都市の総

合計画（基本構想・基本計画）を調べたところ、44都道

府県と15の政令指定都市で「持続可能」「持続的発展」

等の表現が見られる（文末別表）。最も使用例として一般

的なのは環境問題に関連したものであるが、時代の変遷

によって少しずつ使用のされ方が変化しているようにみ

える。例えば、2000年前後に策定されたものは「循環

型社会」の関連で（秋田県、兵庫県、熊本県など）、近年

策定されたものは「地球温暖化問題」との関連での使用

が多くなっている（富山県、和歌山県など）といえるだ

ろう。環境のほかには、財政や社会保障制度といった、

社会システムを自治体として維持していけるのか、とい

う観点から「持続可能」という言葉を用いるもの（福岡

市など）。経済発展の見地から「持続的発展」といった形

で表現されているものもある（千葉県、新潟県など）。

では、持続可能な発展をその自治体で目指すにあたり、

具体的に何をするのか、ということについては、それぞ

れの自治体でさまざまな表現がなされている。環境保全、

地域産業の発展、コミュニティの維持などが代表的であ

るが、そもそも抽象的で具体的には何をするのかよくわ

からないものもしばしば見られる。

本稿では、自治体ビジョンのキーワードとして多用さ

れながら、さまざまな用法・文脈で用いられている「持

続可能な発展」という概念について、「生活の質」を基点

に捉えるという考え方を提示したうえで、自治体の計画

や評価の問題に引きつけながら、その概念を実現する

「持続可能な都市・地域のマネジメント」のあり方につい

て検討したい。

先述したように、「持続可能な発展」に関連する表現は

さまざまな文脈で用いられているが、一般的な定義から

すれば使用法としてやや疑問符が付くものもある。持続

可能な発展の定義として最も有名なのは、国連の環境と

開発に関する世界委員会（通称「ブルントラント委員会」）

が1987年にまとめた報告書「地球の未来を守るために」

の中にある、「将来の世代のニーズを満たす能力を損なう

ことなく現在の世代のニーズを満たすこと」というもの

である。この概念は「環境と開発」という文脈の中で出

てきたものであるし、その定義について、環境経済学を

中心にさらに研究が進んでいる１。しかし、この概念は地

域の文脈で語られるとき、より包括的な概念として用い

られる。すなわち「市民の生活の質の持続的な発展２」で

あり、環境のみならず、社会、経済、文化など多様な要

素によって構成される住民生活の質が、継続的に向上す

るということである。

持続可能な発展が都市・地域レベルにおいて、政策理

念として最も浸透しているのは欧州であるが、そこでは

持続可能な発展が、生活の質の向上と密接に結びつく概

念であることが、強調されている。1996年、EUの行政

執行機関にあたる欧州委員会の第9総局（日本でいう省

庁に相当。当時は環境、原子力、市民生活の安全などを

担当）の都市環境専門家グループが、「欧州の持続可能な

都市」というレポートを発表した。このレポートは欧州

において「持続可能な都市」を目標像として施策を進め

ていく自治体が次々と現れる大きな契機となった、「持続

可能な都市プロジェクト」の成果の一つである３。その中

で、「持続可能な発展のポイントは人々の生活の質を維

持・向上することである」として、住民の生活の質の持

続的な向上を最上位の政策目標としている４。重要なこと

は生活の質が維持・向上され「続ける」ことである。将

来世代の資産を奪って現在の生活の質を保つというのは

「持続可能」とは言えない。そのため、自然の回復力を上

回るような環境破壊や資源の浪費は許されない。そうい

う意味では環境問題と密接な関係があるが、それだけで

はなく、生活の質を守るうえでの社会的・経済的なこと

がらを抜きにして「持続可能な都市・地域」を語ること

はできない。

1 はじめに

2 「持続可能な発展」は「生活の質の持続
的向上」
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「持続可能な都市・地域」を実現するべく、住民の生活

の質を持続的に維持・向上していくためには、住民の生

活の質が何によって規定されているかを考える必要があ

る。もちろんそれは、個人の価値観に依るところが大き

いが、社会として、地域として考えが共有される部分も

あるであろう。また、個人が私的に利用・消費する商品

（私的財）だけでなく、社会において共同で利用されるも

の（公共財）によっても規定される部分があるだろう。

医療・教育・自然環境・文化などは、私的市場のみでは

十分に供給されない。ここに行政における公共サービス

供給のマネジメントが求められる。

ただ、これだけの議論であれば、公共経済学などで議

論されている問題と大差ない。しかし「持続可能性」を

考慮に入れたとき、これだけでは十分ではない。ケンブ

リッジ大学の経済学教授であるP.ダスグプタは、持続可

能な発展について、先述のブルントラント委員会の定義

を踏まえた上で、彼の解釈として「前の世代から受け継

いだのと少なくとも同じくらい大きい生産的基盤を、そ

の後の世代に残さなければならない」という考え方を示

している。生産的基盤は諸制度と資本基盤とに分けられ

るとしており、資本基盤として人工資本、人的資本、知

識、自然資本を挙げている５。ダスグプタはこの生産的基

盤が人々の福祉、すなわち生活の質の決定要因として重

要であるとしており、それを減らさずに次世代に引き継

ぐことが持続可能な発展であると捉えているのである。

生産的基盤を構成する諸制度と資本基盤をどのように解

釈するか、厳密には難しいが、ここでは資本基盤を生活

の質を維持するために必要なストックと捉える。つまり、

道路や医療施設のような社会インフラ（人工資本）、医

療・福祉・教育に携わる人材（人的資本）、清浄な水・空

気や心安らぐ緑などの環境（自然資本）その他文化など、

時間を経た投資的活動により蓄積されたストックである。

また、諸制度をそのストックから得られるサービスの利

用のありようを規定するまさに諸々の制度と解釈する。

これを地域の問題に引きつければ、持続可能な発展の

ためには、住民の生活の質を支えるさまざまなストック

を維持・蓄積し、そこから得られるサービスを公平かつ

効率的に供給する、またその関係の健全性が将来におい

ても保証されることが求められる。すなわち、公共財・

公共サービスの供給を、一時点の現象と捉えるのではな

く、過去からの蓄積と次世代への継承を考えた時に、ど

のようなあり方が望ましいかという観点で捉える必要が

ある。

以上のことから、持続可能な都市・地域を創造し、マ

ネジメントしていくために、自治体に求められることを

整理すると、

①住民の生活の質に係る地域のストックを増やすこと

②住民の生活の質に係るフローの形を健全に保つこと

ということができると筆者は考えている。

上記で示した捉え方を、実際の問題を例にとって考え

ると、福祉でいえば老人ホームやそこで働くスタッフが

ストックであり、そこで提供されるケア等のサービスが

フローとなる。文化であれば、文化ホールなどがストッ

クで、そこで催されるコンサートや公演などがフローと

なる。環境であれば、豊かな里山がストックとすれば、

そこで行われる自然観察会のようなイベントや、里山環

境を維持するための手入れなどがフローとなる。そのよ

うなストックが破壊されることのないよう保全する、あ

るいは減耗していく部分を補っていく。また、ストック

から得られるサービスが、住民に公平で効率的に供給さ

れているか、そのフローのあり方が健全に保たれるよう

管理するというのが自治体に求められるということであ

る。

もう一歩具体的に、人々の生活の質に特に大きな影響

を与えるといって良い医療サービスについて取り上げて

みよう。医療サービスは、病院・診療所といった医療機

関（人工ストック）に医師・看護師といったスタッフ

（人的ストック）が従事し、患者の治療にあたる。患者は

3 「生活の質」はどのように支えられてい
るか

4 「生活の質」を支えるストックとフロー
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医療サービスの利用にあたり、医療保険（制度）を活用

する。医療サービスの供給は、病院に通院するという形

が一般的ではあるが、往診など他の形式を取ることも考

えられる。このほか、医療にかかわるストックとしては

医療機器・設備、救急車など病院の資産に関するもの、

フローの要素としてはサービスの供給内容、供給のされ

方に関わる事項が挙げられる。（図表1）

このように整理してみると、住民の生活の質を規定す

る医療サービスの現状を構造的に把握し、サービスの質

の維持向上のために何が必要かを具体的にできるのでは

ないか。当該自治体で「医療の充実」といったときに求

められる対策は何なのか。それは自治体ごとのストック

とフローの現状によって異なるはずである。医療施設は

古いか、新しいか、地域ごとの分布に偏りはないか、十

分な設備が整っているか、スタッフの質・量は十分か、

運営方法は効率的か、住民は医療サービスにアクセスし

やすいか、アクセスしにくい地域にはどのような措置が

取られているか、それぞれの状況によってなすべきこと

は異なる。

例えば限界集落のような地区が発生し、地区唯一の診

療所の維持が難しくなっている、というときに、その地

区の医療面での生活の質をどのように維持するか。財政

的な手当をして診療所を維持する、というストック維持

のアプローチも考えられるし、診療所は閉める代わりに

隣接地区からの往診体制の充実を図る、というフロー面

での工夫もありうる（往診する医師という人的ストック

への投資は必要）。このような形で文化の振興や環境保全

の問題も同様に考えることができる。

一般的にハードからソフトへ、とかハードかソフトか、

といった言い方がなされることがあるが、そのような二

律背反的な捉え方ではなく、公共サービスを取り巻くス

トックとフローの関係性を生活の質というものを基点と

して捉えなおしたとき、十分な水準にあるか、今後、同

様またはそれ以上の質のサービスを維持できるか、とい

う観点で、望ましい投資を行う必要がある。ここでいう

「投資」とは、直接的に資金を投下するという本来の意味

だけでなく、制度の変更なども含めてその事象に「働き

かける」こと、と理解していただきたい。

もちろん、例に挙げた医療サービスでも、医療施設は

公立のものもあれば私立のものもあり、サービス内容や

ストックへの投資を取り巻く制度も単純ではない。他の

分野も同様で、権限・財源に関わる制度が複雑で重層的

なため、自治体が採れる選択肢は限られていることが多

いかも知れない。市町村のような基礎自治体の場合は、

自治体としてできることの権限・財源の壁にぶつかるこ

とは容易に想像される。しかし、住民サービスに直接関

図表１　医療サービスに関わるストックとフロー

医療施設（病院） 

医療スタッフ 
（医師・看護師） 

患者 
（住民） 医療サービス 

（通院／往診） 

医療制度 
（保険、医師養成等） 

 

［ストック］ ［フロー］ 

［制度］ 

医療機器・設備 
救急車 
ドクターヘリ　etc.

待ち時間（業務の効率性） 
相談体制（サービス内容） 
行政等との連携体制　etc.

資料：筆者作成

5 「生活の質」を権限の枠を超え、構造的
に見取る
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わる基礎自治体だからこそ、住民の生活の質を基点にし

て、それをとりまく関係性を直接的に把握することが期

待される、という側面がある。その関係性を把握したう

えで、それぞれのストック・フローに働きかけられる権

限・財源を持っているのは誰なのか、ということを住民

の前に明らかにすべきである。そのうえで、基礎自治体

として何ができるか、何をすべきか、という議論を経て

提示される施策・事業はおのずと説得力が違ってくるは

ずである。

上記で、地域に存在するさまざまなストックを例示し

たが、そのストックの実態を自治体はどのくらい把握し

ているだろうか。近年自治体では、ストック面の情報を

住民等に分かりやすく開示することを目的として、自治

体バランスシートの作成が進められている。そこでさま

ざまなストックが資産として計上される。しかし、そこ

で把握されるのは、土地や建物、有価証券等あくまで会

計上資産として把握されるものであり、取得原価にせよ、

時価にせよ金銭上の価値であり、生活の質をどのように

規定しているか、というような、機能上の内容の把握を

目的としているものではない。また、趣旨からすれば当

然であるが、資産として計上されるのは自治体が保有し

ているものだけであり、民間の医療機関や寺社が持つ文

化・歴史的資産などは、住民の生活の質に影響を与える

ストックであるが、自治体バランスシートで把握される

対象ではない。

これまでの議論からわかるように、本稿で対象にして

いる生活の質を支える地域のストックとは、バランスシ

ートなどで把握されるものよりも広義の概念である。社

会インフラや自然環境はもちろんのこと、文化や人材、

ソーシャルキャピタルと呼ばれる人々のつながりもスト

ックとして捉えられるかもしれない。また、本稿の文脈

では、住民の生活の質を基点とすれば、ストックの所有

者が誰であるかは問題ではない。国・都道府県・市町

村・個人・企業等あらゆる主体が保有するストックが住

民の生活の質に影響を与えており、「持続可能な都市・地

域」を目指すのであれば、その維持・向上のための投資

が自治体に求められるのである。

このことは、上記すべてのストックを自治体がお金を

かけて維持管理せよ、ということを意味しているわけで

はない。当然ながらそのようなことは不可能である。も

ちろん自前で保有するものに直接お金をかけて、ストッ

クの蓄積や財・サービスの供給を図る部分もある。だが

それだけでなく、自分たちで保有しない部分を含めて生

活の質を規定するストックとフローの関係性を把握した

うえで、生活の質が持続的に向上するよう、先述のよう

に「働きかけ」を行うのである。関係性を把握するとい

うのは、市の所有・権限の枠を超え、住民の生活の質と

いう基点に立って、構造的に見取り図を描くということ

である。そのうえで行う「働きかけ」とは、ルールによ

る誘導や直接的な指導、市民との協働といったものもあ

れば、自ら権限が及ばない事項について、関係機関への

陳情などによって「働きかけ」る、などあらゆる手段が

想定される。また、「生活の質」が何によって規定されて

いるかを行政ですべて把握するのは困難であるため、さ

まざまな場を通じた住民や利害関係者間の議論によって、

地域におけるどのようなストックが生活の質を支えてい

るか、合意形成を図っていく必要があるだろう。

ストックを広義に捉えた場合、その把握は、数値で表

せる定量的なものと、そうでない定性的なものに分けら

れるであろうし、定量的なものも、貨幣換算した経済的

評価だけでなく、物理的なものも考えられる。例えば神

奈川県藤沢市では環境基本計画における「生物生息・生

育環境の保全、再生、創出を図る」という基本方針の実

現を図るため、自然環境実態調査を行い、公園や緑地、

森林、遊水地等における動植物の生息状況を調査してい

る６。また、大阪府豊中市では2000年に「豊中市環境資

源データベース」を作成し、春秋の七草、タンポポの在

来種と外来種など植物の生育状況や、ツバメの営巣状況

などを調査して、地図データに落とし込む作業を行って

いる７。また、兵庫県立人と自然の博物館では、「ひとは

6 自治体が管理すべきストックとは
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くリサーチプロジェクト」という事業を展開している。

これは、登録した県民が県内の森林を散策中に、博物館

が調査対象に指定した動植物をみつけたとき、その場所

と日時等を博物館に連絡してもらう。このデータを積み

重ねることで、県内の森林の生態系の状況を把握するデ

ータベースを構築しようとしている。これらは地域の自

然資本というストックを把握する取り組みの例といえる

（図表2）８。

これらの取り組みを例に挙げたのは、広義のストック

に関する情報の絶対量が不足していることが言えるため

である。環境に関連すると、BODなどの水質基準や緑被

率などを計画の指標として挙げているケースが多いが、

どのような動植物がどれくらい生息しているか、といっ

たことも含めた多面的な情報を加えていくと、ストック

の情報としてより厚みを持つ。そのような情報を生産す

るためには、人手と手間が必要であり、行政でそのコス

トをすべて賄うのは難しいだろう。環境経済学者の植田

和弘は「環境情報の蓄積と共有化は公共部門だけでなく、

民間部門や環境NGOのネットワークで進む傾向がある」

と指摘しており９、住民や事業者の力を借りながら進めて

いくのが良いだろう。先述の兵庫県立人と自然の博物館

の例はその証左の一つといえる。そして、そのような形

図表２　兵庫県立人と自然の博物館「ひとはくリサーチプロジェクト」のイメージ

資料：兵庫県立人と自然の博物館ホームページ
http://info.hitohaku.jp

図表３　地域ストックの把握・保全・活用の整理イメージ

地域資源の状況 

必要なアプローチ 

地域の里山に生
息する動植物を
例にしたイメージ 

実態把握が十分でない 
維持・保全体制が十分 

でない 
市民への浸透、利活用 

が十分でない 

ストックの把握 
の問題 

ストックの維持管理に 
おけるフローの問題 

ストックの便益の配分と 
いう面でのフローの問題 

調査 
「知る」 

対策 
「守り・育てる」 

活用 
「親しむ・触れる」 

○○山に生息する動植
物の実態を調査し、リス
ト化するとともに、定期
的に観測する体制を整
える。 

自然観察会の実施、生
息動植物リストの普及・
啓発等 

動植物の生息に悪影響
を与える要素を取り除く
（市民による清掃活動、
枝打ちなどの手入れへ
の補助、不法投棄の監
視・排除等） 

資料：筆者作成
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での情報蓄積は環境だけでなく、文化や防災・防犯など

他のあらゆる分野で必要といえるだろう。大切なことは

そのようなストック情報を定期的に更新し、蓄積・減耗

の状態をモニタリングして適切な「働きかけ」を行って

いくことである。

こうしてストックの実態を把握したうえで、そこから

どのような便益（サービス、メリット）を得ているか、

それによって住民の生活の質にどのような影響を与えて

いるかを分析する必要がある。さらに重要なことはこれ

を施策につなげることである。藤沢市の環境基本計画は、

自然環境実態調査の結果に即した施策がみられる。ただ

し、現在のところ、動植物の生息状況に関する「○○市

レッドデータブック」のようなデータが、これらの動植

物の生息状況をどのように保全していくかという視点に

基づいて、環境基本計画の施策体系の中で施策が構築さ

れているケースはあまり多くない。

図表3に、里山という自然環境を例にとり、地域スト

ックの把握・保全・活用の整理イメージを示した。里山

の自然状態が十分に把握できていない、というのはスト

ック情報の把握の問題である。維持・保全体制が十分で

ない、というのはストックの維持管理におけるフローの

問題である。そして、市民への浸透や市民の利活用とい

うのは、里山という自然環境から得られるさまざまなメ

リットをどのように配分するか、という問題である。こ

のように整理していくと、住民の生活の質という観点か

ら、地域にどのようなストックがあり、どのような形で

維持・管理され、住民に便益をもたらしているのか、と

いう観点でさまざまな問題を体系的にとらえることがで

きるのではないか。

広義のストック概念という意味では、地域には負のス

トックもある10。交通事故による犠牲者や交通渋滞によ

り大気汚染をもたらす道路構造は代表的な例といえる。

また、アスベストが使われた建造物は処理を誤ると深刻

な健康被害をもたらす。このような観点で地域の住民の

生活の質を脅かすような蓄積性のまさに「ストック」を

把握し、その負のストックを少しでも減らし、改善する

「働きかけ」をおこなっていくことが、持続可能な地域づ

くりにつながる。

この場合、負のストックを減らしていくことも重要で

あるが、負のストックによる被害が、例えば弱い立場に

ある人や特定の地域・地区の人々に偏ってもたらされて

いないか、という被害の「配分」の状況がどのようにな

っているかを見取ったうえで、適切な働きかけを行って

いくことも極めて重要である。

再三述べてきた「ストックとフローの関係性の把握」

は一見当たり前のことのように思われるかもしれない。

しかし、多くの自治体で策定されている計画や施策・事

業評価の中で、このことが明示されているものはなかな

か見られない。計画や評価の中の一部、一分野で見られ

ることはあるだろうが、ストックの蓄積、フローとの関

係性が明確に意識されているものは少ないといってよい

だろう。同志社大学の山谷教授は日本における行政評価

活動を分析する中で、地方自治体の政策が「目的（目標）

―手段」が論理的につながっていないということを指摘

している11。住民の生活の質を基点として、それをとり

まくストックとフローの関係性の中から施策と事業が紡

ぎだされていれば、論理的につながるはずであるが、現

実問題として既存の事業を前提に、施策・政策にそれら

を束ねて計画をつくっていく手法が多く、論理的なつな

がりが弱い状況がしばしば見られる。論理的なつながり

が弱い中で施策・事業に評価指標が求められる、となれ

ばどのような指標を設定すればよいか、自治体の現場は

大変苦労されることになる。

だからこそ、自分たちの権限が及ぶ枠を超え、住民の

生活の質という基点に戻ってストックとフローの関係性

を見取る必要があるといえるのである。住民にとっては、

その生活の質を担保するサービスの供給主体が、国・都

道府県・市町村か、あるいは行政か民間かということす

7 ストックの多様な側面

8 生活の質をとりまくストックとフロー
の関係性から計画と評価を構築する
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ら、意識的に区別される問題ではない。しかしそのサー

ビスが提供される背景には、市が実行主体だが国の補助

金が入っており、それに関連する取り組みは県が担当し

ていて別の省庁の補助金が入っている、など重層的で複

雑なものになっている。教育や医療など、身近な問題ほ

どその傾向が強いといえる。ただ、それゆえに住民から

最も近いところにある基礎自治体は、その関係性を整理

したうえで住民に提示し、自らの権限・財源の範囲内で

できることを検討していかなければならない。そうすれ

ば、たとえ小さな事業であっても大きな関係性の中でど

のような意味を持ち、どのように住民の生活の質の向上

に貢献し得るか、ということが明らかになり、目指すべ

き目標も明確になるはずである。また、そのような分析

と議論の積み重ねによって、基礎自治体が果たすべき役

割の論点が深まり、地方分権を進めていくうえでの議論

が成熟していくということも、中長期的には考えられる。

現行の自治体行政の計画や評価の枠組みを生かしなが

ら、具体的に、住民の生活の質を基点として、それをと

りまくストックとフローの関係性の中から施策と事業を

紡ぎだしていくには、総合計画であるべき方向性を示し

たうえで、実施計画や分野別計画でそのストック量とサ

ービスのフローの状況を把握し、望ましい水準を設定し

て、事務事業評価でその進捗を管理し、施策評価でその

効果を検証する、といった形が考えられるだろう。

例えばある市で「生活困窮者の住環境を向上する」と

いう施策があったとする。このような施策は、基礎自治

体の総合計画では「福祉」の章の「生活困窮者の支援」

の節の一施策として位置づけられるだろう。「住環境を向

上する」ということであるから、生活困窮者をとりまく

生活の質の向上の一環として、住宅施策を位置付けるこ

とが求められる。具体的な住環境の向上については、実

施計画や分野別計画などで検討される。ストックの状況

として、市営住宅などの公営住宅の戸数やその質（広さ

や築年数）、市営住宅が建設可能な余地（建て替えや新規

建設など）、あるいは民間住宅の動向から、市として借り

上げることができないか、できるとすればその戸数はど

れくらいか、などが検討される。この施策を検討する場

合、民間住宅もこの市にとって生活の質を支える重要な

ストックとなる。フローの面では公営住宅の入居条件

（賃料や所得制限などの条件）、手続きの合理性・公平性、

住宅扶助の水準などが検討されるだろう。そのうえで、

例えば生活困窮者のために、市が民間住宅をｘ年までに

ｙ戸借り上げ、廉価（月ｚ円）で貸与する、という事業

が選択されるとする。借り上げが順調に進んだか、入居

希望者が集まったか、などは事業評価で検証され、施策

の結果、生活困窮者の住環境は改善したか、という点は

施策評価で検証されることになる。この場合、事務事業

評価では借り上げ戸数の計画戸数に対する進捗や入居応

募者数などが指標となりうる。施策評価では生活困窮世

帯の一人あたり住居面積や路上生活者の数などが指標と

して考えられる。このように、住民の生活の質を基点と

して、それをとりまくストックとフローの関係性の中か

ら施策と事業を紡ぎだしていくことで、地域の現状を構

造的に把握したうえで、つながりをもった施策と事業が

構築されうる。

筆者は今回、自治体における医療や生活保護などの社

会保障制度を詳細に検討したわけではないため、例示し

た枠組みや項目の中には見当違いのものや、自治体の裁

量が及ぶ余地が極めて小さいものなどもあるかもしれな

い。そして裁量の余地という問題は例に挙げた以外のあ

らゆる政策分野でも直面しうる。しかし、たとえそのよ

うな側面があったとしても、先述したように、構造的な

見取りがなされ、「生活の質」という基点を明確にしたう

えでの施策構築は、その説得力・説明力が違ってくるは

ずであり、その見取りの中で自治体として何ができるか、

ということも明確になる。特に、市町村のような基礎自

治体は住民の生活の質に直接関わるサービスの提供主体

として、自らの権限・財源が及ばない範囲も含めて、住

9 ストックとフローの関係性を踏まえた
計画と評価の構築方法の例

10 持続可能な都市・地域のマネジメント
とは
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民の生活の質をとりまくストックとフローの関係、それ

に働きかけを行うことのできる主体を明らかにしたうえ

で、自治体としてでき得ることとしての施策・事業を立

案していく必要がある。

持続可能な都市・地域のマネジメントとは環境問題に

特化して何か特別なことをする、ということではない。

環境問題・地球温暖化問題への積極的な取り組みは望ま

れるが、それが本質ではない、といってよいだろう。住

民の生活の質を支えるストックとフロー、およびその関

係性を把握したうえで、次世代がよりよい生活の質を享

受できるように、それらを維持・改善していくことであ

る。そのためにはストックの情報蓄積、フローの構造分

析が求められるが、ここでのストックとは再三述べたよ

うに、自治体が法的に所有する資産にとどまらない広義

の概念である。自治体があるいは市民が日々の中で接し

ているさまざまな地域の資源を広くストックとして認識

し、生活の質との関係性の中で、どのような便益（サー

ビス、メリット）を得ているか把握し、それらを活用し

ながら守られるように働きかけていくことが求められる。

そのような観点で取り組めば、自治体の計画や評価のあ

り方もより論理的に明確になり、自治体マネジメントの

あり方そのものが進化する可能性もあると筆者は考えて

いる。

（別表）都道府県・政令指定都市の総合計画における「持続可能性」関連用語の使用例

自治体名 計画名 策定時期 使用例 

環境を守ることで経済を活性化させ、経済の活力が環境を守るような、環
境と経済が調和する持続可能な北海道を創造していかなければなりませ
ん（めざす姿） 

2008年3月 新・北海道総合計画 
ほっかいどう未来創造プラン 

北海道 

廃棄物の発生抑制や資源としての有効利用を一層促進しながら、持続
可能な循環を基調とした社会を構築する（政策「環境への負荷の少ない
循環型社会の構築」の項で） 

2000年 あきた２１総合計画  
～「時と豊かに暮らす秋田」をめざして～ 

秋田県 

持続的発展が可能な地域社会の形成［自然と共生する環境負荷の少
ない社会の形成］［独自の歴史・文化・個性を尊重した地域づくりの推進］
（「県づくりの理念」のひとつとして） 

2001年 福島県新長期総合計画  うつくしま21福島県 

本県産業の持続的発展を可能としていくため、「かずさアカデミアパーク」
をはじめ、世界から優秀な頭脳が集い、世界と我が国をリードする研究開
発の中枢拠点の形成を推進していく（主要課題と基本的施策の方向） 

1999年2月 千葉県長期ビジョン 千葉県 

エネルギー・環境問題が先鋭化してくるアジア諸都市に対して、東京から
先進的な環境政策を発信していくことは、地球の直面する持続可能性
の危機を克服することにもつながる。（第1章  東京の都市戦略） 

2006年12月 10年後の東京  ～東京が変わる～ 東京都 

社会経済活動を持続可能なものに変革していくための、地球規模での
長期的な視点に立った総合的な取組を推進し、持続的に発展すること
ができる循環型社会の構築を図っていくことが重要となっています。（Ⅱ
時代の潮流5地球環境問題の深刻化 ） 

1997年 埼玉県長期ビジョン 埼玉県 

持続的に発展する自立・内発型の産業経済をつくる（「政策の柱2」とし
て） 2006年3月 やまがた総合発展計画 

子ども夢未来宣言 
山形県 

環境への負荷の少ない持続可能な社会づくり（第2章第3項のタイトルと
して） 2006年3月 新茨城県総合計画 

「元気いばらき戦略プラン」 
茨城県 

将来にわたって持続可能な地域経済と環境共生社会を（中略）築いて
いかなければならない（将来像実現のための基本理念） 2003年3月 とちぎ将来構想 栃木県 

持続可能な循環型社会の構築に向けた取り組みを県民一体となって推
進します。（「戦略５美しい自然環境を守る」の項で） 2006年3月 ぐんま新時代の県政方針 群馬県 

経済や社会の発展と両立する環境負荷の少ない持続可能な地域社会
を構築しなければなりません（施策「経済・社会の持続的発展と環境保
全の両立」の項で） 

2007年3月 宮城の将来ビジョン 宮城県 

豊かな自然や優れた景観、自然をフィールドとして多彩な体験などを楽し
む新たなアウトドア型観光や、自然への理解を深めながら、持続可能な活
用と楽しみ方をテーマとする新しい観光メニューの開発等を通じて、「環
境との調和と共生」を目指した観光の振興を図ります。（施策「新たな観
光の創造と演出」の項） 

1999年 岩手県総合計画 新しい岩手・21世紀への 
シナリオ 

岩手県 

（使用なし） 2004年12月 生活創造推進プラン 青森県 
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自治体名 計画名 策定時期 使用例 

自然本来の力を再生可能な範囲で活かしながら損なわない持続可能な
社会づくりを進めるとともに、損なった自然の力を再生させて、琵琶湖をは
じめとした豊かな自然を次世代に継承できる人と自然との新たな関係を
築きます。（第3章  戦略3） 

2007年12月 滋賀県基本構想 
 ～未来を拓く共生社会へ～ 

滋賀県 

本県内の各々の主体が、温室効果ガスの排出抑制と吸収について、そ
の責任と能力に応じて取り組み、環境と経済が両立した持続可能な社
会（低炭素社会）を構築します。（第2章  第3項  ①地球温暖化対策の
推進） 

2008年4月 和歌山県長期総合計画 
～未来に羽ばたく元気な和歌山～ 

和歌山県 

これまでの大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済システムを見
直し、一人ひとりが環境に対する意識を高め、廃棄物や温室効果ガスの
排出削減等に取り組むことなどにより、持続可能な循環型社会を形成し
ていくことが求められています。（第2章  岡山の将来像） 

2007年3月 新おかやま夢づくりプラン 岡山県 

たくましい地域経済のもとで持続可能な発展をめざす社会（第1章 基本
構想） 2001年1月 新京都府総合計画 

むすびあい、ともにひらく新世紀・京都 
京都府 

環境と調和する持続的な生産の推進（項目別施策  活力に満ちた農林
業の振興） 1998年2月 やまぐち未来デザイン21  21世紀に自活でき 

るたくましい山口県の創造 
山口県 

様々な活動・力をつなげ、結集して、持続可能で、魅力あふれる地域を創
る（8  目指す鳥取県の姿） 2008年4月 鳥取県の将来ビジョン骨子（案） 鳥取県 

持続的発展が可能な循環型社会実現への要請（第1章  策定に当たっ
て　Ⅱ時代認識） 2006年3月 広島県総合計画  元気挑戦プラン 広島県 

次世代のためにも、持続可能で自然あふれる奈良を築いていくことが私
たちの責務となっています。（未来社会の予想と展望  2  自然・環境の
課題） 

2006年3月 やまと21世紀ビジョン 
～なら未来  30年の道しるべ～ 

奈良県 

豊かな自然や文化・歴史に親しみ、理解を深めながら、次の世代へ継承
するとともに、魅力ある地域づくりのために持続可能な活用を進めます。（政
策Ⅲ－4  自然環境、文化・歴史の保全と活用） 

2008年3月 島根総合発展計画 島根県 

このような課題に適切に対応した、地域自立型で持続的発展が可能な
社会を築き、徳島を「再生」から「飛躍」へと、新たなステージに対応した
施策を展開していくことが、今、求められています。（第3  計画の基本理念） 

2007年7月 
オンリーワン徳島行動計画（第2幕） 
～誇りと豊かさを実感できる「21世紀の徳島 
づくり」を目指して～ 

徳島県 

経済のグローバル化や環境問題に対応した持続的発展が可能な、創造
性にあふれた活力ある地域をめざします。（第1章  序論1 （２）かがわの
将来像） 

2005年3月 
香川県新世紀基本構想 
みどり・うるおい・にぎわい創造プラン 
後期事業計画《2005－2010》 

香川県 

持続可能な循環型社会の構築（第3部  めざすべき兵庫像　3  基本課
題） 2001年2月 

21世紀兵庫長期ビジョン　全県ビジョン 
多様な地域に多彩な文化と豊かな暮らしを 
築く 

兵庫県 

持続的発展が可能な循環型社会づくり（第3節  第4項基本方向） 2000年1月 大阪の再生・元気倍増プラン 
ー大阪21世紀の総合計画 

大阪府 

持続的発展が可能な循環型・脱温暖化社会の構築に向けた取組みや
水と緑に恵まれた県土を支える多様な森づくりを進めていくことが求めら
れています。（富山県の現状と課題） 

2007年4月 元気とやま創造計画 富山県 

ひとつのまとまりをもつ地域を「生命地域」ととらえ、そこに存在する自然
資源と人的資源を組み合わせながら、持続可能な発展を遂げることがで
きる社会を築いていこうという考え方が注目を集めています。（めざすべき
県土像） 

2004年2月 山梨県長期総合計画  創・甲斐プラン21山梨県 

持続可能な社会に向けた環境配慮の取組と意識の広がり（愛知の将
来展望） 2006年3月 新しい政策の指針 

～今を越え、さらに世界で輝く愛知づくり～ 
愛知県 

持続的発展の原動力を培い、新潟県経済の将来への展望を開くために、
地域産業の自立を図る。（政策目標実現のための基本的な視点） 2006年7月 新潟県「夢おこし」政策プラン 新潟県 

持続可能な農山村をつくる（第4章  重点的に取り組む政策） 策定中 
（2008年度議決予定） 岐阜県長期構想 岐阜県 

「環境の世紀」を拓く“持続可能な社会”づくり（基本計画第1章） 2006年 魅力ある“しずおか”2010年戦略プラン 
後期2年計画  -富国有徳創知協働-

静岡県 

次の世代に引き継げる持続可能な県土づくり（政策の基本方向） 2007年7月 神奈川力構想 神奈川県 

自律した持続可能な地域づくり（重点戦略3） 2007年3月 石川県新長期構想 石川県 

（使用なし） 1997年12月 ふくい21世紀ビジョン 福井県 

持続可能な林業・木材産業の振興（第2章4節） 2007年12月 “活力と安心”人・暮らし・自然が輝く信州 長野県 

持続可能な循環型社会の創造（第3編  基本政策） 2004年4月 県民しあわせプラン（三重県総合計画） 三重県 
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自治体名 計画名 策定時期 使用例 

温暖化をはじめとする地球規模での環境問題については、環境保全と経
済発展がバランスよく両立する国際的な取組を通じて、環境への負荷の
少ない持続可能な社会を実現していくことが求められています。（第2章
時代潮流と鹿児島の主な特性  1時代潮流  3地球規模での環境問題） 

2008年3月 かごしま将来ビジョン 
～日本一のくらし先進県への道～ 

鹿児島県 

1973年ジョージ・ダンツィヒによって提唱された集約型都市（Compact City）
は1990年ＥＵの都市環境緑書（Green Paper on the Urban Environment）
で環境面を重視した持続可能な都市（Sustainable City）の概念へと発
展しました。（はじめに） 

2007年1月 創造と交流  仙台市都市ビジョン 
～未来へ挑戦する「杜の都」へ～ 

仙台市 

環境に配慮した事業活動や技術開発、消費が活発に行われるとともに、
豊かな自然環境と、都市活動が持続的に共存できるまちを目指しましょう。
（3  実現の方向性と取組  （4）  横浜ならではの魅力を創造し都市の活
力を高めよう） 

2006年6月 横浜市基本構想（長期ビジョン） 横浜市 

大量生産・大量消費・大量廃棄型の都市文明のあり方に対して、わたし
たちは環境との調和をめざす持続可能な社会をつくっていく必要があり、
これは次世代に対するわたしたちの大きな責任である。（第1章 京都市
民の生き方） 

2001年 京都市基本構想 京都市 

さいたま市らしい固有の魅力を創出し、活力に満ち未来への希望にあふ
れる持続可能な都市づくりを進め、未来に引き継いでいく役割と責任を
果たします。（基本構想2都市づくりの基本理念） 

2006年1月 さいたま希望のまちプラン 
総合振興計画（改訂版） 

さいたま市 

農業の持つ物資循環機能を活かし、環境への負荷の軽減に配慮した持
続的な農業を推進するとともに、消費者に新鮮でより安全な地場農産物
を安定的に供給します。（第8部-Ⅱ  都市農林業の振興を図る） 

1999年12月 千葉市新総合ビジョン 千葉市 

市全体の調和の中で各区の生活圏の充実や拠点を進め、それぞれの地
域の魅力を高めることにより、本市の持続的な発展を目指します。（基本
構想  2  まちづくりの基本的な考え方） 

2007年3月 新・新潟市総合計画 新潟市 

暮らしの基盤である安全、安心、快適性にすぐれた生活圏づくりを通して
持続的発展の可能な環境調和都市をつくっていきます。（3 まちづくりの
大綱  （3）  安全・安心・快適に暮らせる自然豊かなまち） 

2004年10月 静岡市第1次基本構想 静岡市 

持続的発展を支える環境低負荷型社会の構築（第3章 まちづくりの基
本的な考え方と施策の大綱  4活力ある都市活動の維持・創出） 1998年2月 札幌市基本構想 札幌市 

持続型社会を形成する「広域調和・地域連携型」都市構造へ（Ⅰ 総論 
5  都市構造と交通体系の考え方） 2005年3月 

川崎市新総合計画 
川崎再生フロンティアプラン 川崎市 

都市の成長と環境の保全が両立する持続可能な都市づくり（基本構想
第4章  都市の基本理念） 2007年 

はままつ“やらまいか”創造プラン 
（第1次浜松市総合計画） 浜松市 

持続的発展のための人づくりと基盤づくり（第2章  振興の基本方向） 2003年 沖縄振興計画 沖縄県 

（使用なし） 2000年 名古屋新世紀計画2010名古屋市 

持続可能な経済社会を構築するため、企業における環境対策の促進や
環境保全と生産性の維持・向上を両立した農林水産業の展開を支援す
るとともに、自然や生態系に十分配慮した多自然型社会資本の整備に
努めます。（第3部  重点構想  Ⅱ  環境と自然が生きる社会づくり） 

2000年 「第五次愛媛県長期計画」 
（副題：新しい愛媛づくり指針） 愛媛県 

県民共有の財産である地下水の保全など、より豊かな環境を保全・創造
し、次世代に引き継ぐため、人と環境が共生した持続可能な循環型社会
「環境立県くまもと」の形成をめざします。（第1  第2章  2-（4）次の世代
へ継承する豊かな環境をはぐくむくまもと） 

2000年6月 熊本県総合計画 
「パートナーシップ21くまもと」 熊本県 

本県の豊かな自然環境と良好な生活環境を生かし、人と自然が共生した
持続可能な発展を目指す循環型社会及び地球温暖化防止に貢献する
社会づくりを進めます。（計画編  第3  分野別施策  2-Ⅱ‐1  自然と共生
した環境にやさしい社会づくり） 

2007年6月 宮崎県総合計画 
「新みやざき創造計画」 宮崎県 

（総合計画に該当する計画なし） 高知県 

長崎県長期総合計画 長崎県 

経済成長優先のピラミッド型から持続的成長を前提としたネットワーク型
構造へ（基本構想  Ⅲ  1-（1）県民生活の将来像） 1998年9月 ふくおか新世紀計画 福岡県 

大量に生産、消費し、大量に捨ててきた経済社会の仕組みや生活様式
を見直し、良好な環境を維持しながら持続可能な社会を実現することで、
地球環境保全に貢献することが必要です。（第1章-1） 

持続的に発展可能な循環型の社会づくり（第1章  基本理念） 

2007年11月 

2000年8月 

佐賀県総合計画2007  くらしの豊かさを実感 
できる佐賀県を目指して。 佐賀県 

自然からの恩恵を将来にわたり持続的に享受するには、その保護や野生
動植物との共生を図っていく必要があります。（第3章  分野別施策  2-Ⅰ
人・水・緑が輝く環境づくり） 

2005年11月 
大分県長期総合計画  
安心・活力・発展プラン2005  
ともに築こう大分の未来 

大分県 
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自治体名 計画名 策定時期 使用例 

本市が、将来に向かって都市の活力を高め持続的に発展していくために
は、創造性や感性豊かな人々や企業などが集まり交流する、個性的で魅
力をもったまちをつくることが必要です。（基本構想  Ⅲ  まちづくりの基本
視点と基本理念） 

2001年2月 堺市総合計画  堺21世紀・未来デザイン 堺市 

生活・活動の場としての利便性の向上や、持続可能な発展をめざした環
境問題への取組みを進めるとともに、水の都の再生、花と緑の創出、美し
い都市景観の創造、歴史・文化資源の活用や、活発な芸術、スポーツ活
動の展開などにより、住む人にとっても、訪れる人にとっても快適で、魅力
あふれる都市をめざします。 

2005年3月 大阪市基本構想 大阪市 

分権時代の自治・自律をめざす福岡市は、市民生活の質を高める事業を
推進しながらも、財政の持続可能性を高めつつ、時代、時代に必要な投
資余力を確保するため、より一層の投資の重点化を図る必要があります。
（1編  総論  1章  大転換の時代への挑戦  ４-（2）行政運営の基本姿
勢） 

2003年3月 福岡市新・基本計画 福岡市 

神戸にとって、2010年までの期間は、将来に向けた市民のくらしの充実と
都市としての持続的発展を決するかけがえのない期間である。（第1章 
計画の基本的考え方） 

2008年3月更新 神戸2010ビジョン 神戸市 

本市の環境に適した自然エネルギーの導入を推進し、持続可能な都市
づくりを進める（第3  各論  5  世界の環境都市3－3都市の環境負荷を
減らす） 

2006年3月 北九州市ルネッサンス構想 
まちづくり推進計画2010北九州市 

（使用なし） 1998年6月 広島市基本構想 広島市 

資料：各自治体の総合計画書等をもとに作成


